
第2号様式(第3条関係)

新宿区長　宛て

：

：

：

：

：

契約（委託・協定）件名：

【労働条件に関する事項】（労働基準法）

確認項目 根拠法令等 回答

はい・いいえ

対象外

2
労働基準法第106条
第1項 労働基準法
施行規則第52条の2

はい・いいえ

労働条件
の明示

3
労働基準法第15条第1
項 労働基準法施行規
則第5条第1項

はい・いいえ

4 はい・いいえ

5 はい・いいえ

6 はい・いいえ

休憩 7 労働基準法第34条 はい・いいえ

休日 8 労働基準法第35条 はい・いいえ

9 労働基準法第39条 はい・いいえ

10
労働基準法第39条
第7項及び第8項

はい・いいえ

11 はい・いいえ

12 はい・いいえ

13
労働基準法第36条
第3項及び第4項

はい・いいえ

所　    　在 　　  地

名　　      　 　　称

代 表 者 の 職・氏 名

連  絡 先 電 話 番 号

担        当       者

年次有給
休暇

年次有給休暇は、法定どおり継続勤務の期間に応じた日数を付与し
（上回る場合を含む。）、原則として請求された時季に与えてい
る。

10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、年5日以上の年
次有給休暇を取得させている。

休憩は、適正に付与している（全ての従業員に一斉に付与又は労使
協定を締結し交代で付与）。

時間外・
休日労働

時間外・休日労働に関する協定届（36協定）は、事業場ごとに締結
され、労働基準監督署に適正に届け出ている。

36協定の範囲内で時間外・休日労働をさせており、その時間を超え
た時間外労働はさせていない。

労働基準法における時間外労働の上限規制の趣旨を理解し、時間外
労働について適切に対応している。

労働時間の適正な
把握のために使用
者が講ずべき措置
に関するガイドラ
イン

確認事項

労働基準法第89条

就業規則

労働時間

業務場所において、業務に必要な準備行為や業務終了後の清掃等の
時間も労働時間として管理している。

労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録してい
る。

労働時間及び時間外労働時間について客観的な記録を基に管理して
いる。

1

就業規則の内容を法令に準じて適正に作成し、労働基準監督署に届
出をしている。
※　常時10人以上の労働者を使用する使用者は、作成及び届出が必
要です。
(10人未満の場合は、対象外に〇)

労働者に対して、就業規則等を周知している（作業所に掲示、書面
にて交付等）。

労働契約の締結に際し、労働者に労働条件を明示している（就業規
則の提示、労働条件通知書の交付等）。

労働環境確認報告書(委託・協定)

　新宿区公契約条例第9条第3号の規定に基づき、本報告書を提出します。
　なお、新宿区公契約条例を遵守し、良好な品質をもって業務を履行するとともに、当該業務に従事する労
働者等の適正な労働環境を確保します。

　　　年　  月　  日

(一）

休日は、適正に付与している。

労働基準法第36条



確認項目 根拠法令等 回答

災害補償 14 労働基準法第8章 はい・いいえ

15
労働基準法第107条
から第109条まで

はい・いいえ

16 労働基準法第109条 はい・いいえ

17
労働基準法第24条
及び第108条

はい・いいえ

18
労働基準法第24条
第1項及び第2項

はい・いいえ

19
労働基準法施行規
則第19条

はい・いいえ

20
労働基準法第37条
第1項及び第4項

はい・いいえ

21

【安全衛生に関する事項】（労働安全衛生法）

確認項目 根拠法令等 回答

安全衛生
管理体制

22
労働安全衛生法第3
章

はい・いいえ

23

労働安全衛生法第66
条
労働安全衛生規則第
43条及び第44条

はい・いいえ

24
労働安全衛生法第
66条の4及び第66条
の5

はい・いいえ

安全教育 25
労働安全衛生法第
19条の2第1項

はい・いいえ

受動喫煙
の禁止

26
労働安全衛生法第
68条の2

はい・いいえ

【社会保険に関する事項】

確認項目 根拠法令等 回答

社会保険 27
健康保険法、厚生
年金保険法、雇用
保険法

はい・いいえ

確認事項

業務災害への対策を適正に行っており、その際、事故報告等の記録
も適正に行っている。

確認事項

労働保険及び社会保険の加入手続を適正に行っている。

確認事項

事業場の業種と規模(常時使用する労働者数)に応じた安全衛生管理
体制を整備している　(衛生管理者、産業医等)。
※　常時使用する労働者が50人以上の場合は、衛生管理者と産業医
の選任義務があります。

毎年定期的、かつ採用時に健康診断を実施している。

衛生管理者等に対し、安全教育の実施等をしている。

分煙化の推進など、実情に応じ受動喫煙対策を行っている。

健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働者について、
必要な措置を講じている。

賃金について通貨で直接又は口座振込等の確実な方法により、全額
を毎月1回以上、一定の期日を定めて支払っている。

帳　簿

法定帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を適正な記載事項で
整備している。

（二）

賃　金

賃金台帳等に基づいた適正な計算により賃金を支払っている。

法定労働時間を超えた時間外労働、休日労働及び深夜労働につい
て、適正に割増賃金を支払っている。

当該契約（委託・協定）に専ら従事する労働者等（再委託をしている場合は、再委託先の労働者を含
む。）で最も低い報酬額（最低賃金）は、以下のとおりである（金額及び職種を記入する。）。
1時間当たり　　　　　　　　　　円　（職種　　　　　　　　　　　　　　　）

法定帳簿その他労働関係に関する書類を3年間保存している。

健康診断

割増賃金の計算の基礎となる単価は、適正である。



【本契約の一部を下請負する場合における下請負先への要請】

確認項目 根拠法令等 回答

はい・いいえ

対象外

はい・いいえ

対象外

【労働環境を更に向上させる取組】

確認項目 根拠法令等 回答

ワークラ
イフバラ
ンス

30

育児休業、介護休
業等育児又は家族
介護を行う労働者
の福祉に関する法
律

はい・いいえ

【特記事項】（確認結果が「いいえ」の場合は、その理由及び改善予定等を記入してください。）

確認事項
番号

確認事項

「いいえ」と回答した場合の理由・改善予定等

休暇取得促進、育児・介護休業、勤務時間短縮制度等の措置を講じ
ている。

新宿区公契約条例

再委託先
への要請

29

再委託先の労働者に労働報酬下限額以上の報酬が支払われるよう、
当該再委託先に要請等を行っている。

(再委託を行っていない場合は、対象外に〇 )

（三）

確認事項

28

再委託先との契約において、市場価格と照らし合わせて適正な金額
で契約をしている。

(再委託を行っていない場合は、対象外に〇 )



【作成要領・注意事項】

１ 所在地、名称、代表者の職・氏名は、原則として契約書に記載の内容と同一にしてください。

２

３

４ 労働報酬下限額の記載について

仕様書等の内容に基づき、対象労働者が従事する職種（作業名）を記入してください。

　例：設備点検業務、運転管理業務、日常清掃、警備業務、除草作業、運送業務　等

５ 労働報酬下限額の算出方法について

①最初は、次の方法により賃金単価を算出してください。

　賃金単価＝基本給＋諸手当

②次に、賃金単価を１時間当たりに換算してください。

　・１か月２０日８時間勤務で賃金単価を算出した場合、賃金単価を１６０で除してください。

○賃金単価に含まれる基本給及び諸手当

○賃金単価に含まない手当等

６ 労働者等の報酬額に変更があった場合等は、本報告書を再度、提出してください。

7 その他確認事項の補足説明
〇No.20 賃金
　1か月の時間外労働が60時間を超える場合には、割増率は50％以上となります。

〇No.27 社会保険
　短時間労働者への被用者保険の適用要件

担当者は、労働環境確認報告書の内容を説明できる者としてください。

確認事項21に記入する労働報酬下限額については、本件に主として従事する、再委託を含めた全ての労働者（※
１）の報酬のうち、本報告書提出時点で見込まれる最も低い労働報酬額及びその職種（※２）を記載してくださ
い。

　最低賃金法に基づく最低賃金制度に定める手当等の区分による所定内給与のうち、基本給相当額と諸手当の合計
額を１時間当たりの賃金に換算してください。

労働環境に関する設問は、雇用形態（日雇い、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該工事に従事している労働者
について記入してください。

労働者以外の者（会社役員、ボランティア等）、最低賃金法第７条の適用者、本件への従事時間が
３０分未満の者は含まないものとします。

（※１）

（※２）

基本給及び諸手当 例

基本給相当額 基本給（定額給）

諸手当 毎月決まって支払われる基本的な賃金で、最低賃金制度の所定内給与に区分される手当

手当等 内容

臨時に支払われる賃金 結婚手当、一月を超える期間ごとに支払われる賞与等の賃金

時間外割増賃金 所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金

休日割増賃金 所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金

深夜割増賃金
午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の
賃金の計算額を超える部分

精皆勤手当、通勤手
当、家族手当

最低賃金の対象外となる手当

事業所の規模 週所定労働時間 賃金（月額） 勤務期間 除外対象

～令和4年9月 常時500人超 20時間以上 88,000円以上 １年以上見込み 学生

令和4年10月～ 常時100人超 （変更なし） （変更なし） 2か月超見込み （変更なし）

令和6年10月～ 常時50人超 （変更なし） （変更なし） （変更なし） （変更なし）


